
事 務 連 絡 

令和４年９月 27 日 

 

 

関 係 団 体  御中 

 

 

厚生労働省保険局医療課 

 

 

疑義解釈資料の送付について（その 28） 

 

 

標記につきまして、別紙のとおり、地方厚生(支)局医療課、都道府県民生主

管部(局)国民健康保険主管課(部)及び都道府県後期高齢者医療主管部(局)後期

高齢者医療主管課(部)あて連絡しましたので、別添団体各位におかれましても、

関係者に対し周知を図られますよう協力方お願いいたします。 

 



（別添） 

公益社団法人 日本医師会 御中 

公益社団法人 日本歯科医師会 御中 

公益社団法人 日本薬剤師会 御中 

一般社団法人 日本病院会 御中 

公益社団法人 全日本病院協会 御中 

公益社団法人 日本精神科病院協会 御中 

一般社団法人 日本医療法人協会 御中 

一般社団法人 日本社会医療法人協議会 御中 

公益社団法人 全国自治体病院協議会 御中 

一般社団法人 日本慢性期医療協会 御中 

一般社団法人 日本私立医科大学協会 御中 

一般社団法人 日本私立歯科大学協会 御中 

一般社団法人 日本病院薬剤師会 御中 

公益社団法人 日本看護協会 御中 

一般社団法人 全国訪問看護事業協会 御中 

公益財団法人 日本訪問看護財団 御中 

独立行政法人 国立病院機構本部 御中 

国立研究開発法人 国立がん研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立循環器病研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立精神・神経医療研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立国際医療研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立成育医療研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立長寿医療研究センター 御中 

独立行政法人 地域医療機能推進機構本部 御中 

独立行政法人 労働者健康安全機構本部 御中 

健康保険組合連合会 御中 

全国健康保険協会 御中 

健康保険組合 御中 

公益社団法人 国民健康保険中央会 御中 

社会保険診療報酬支払基金 御中 

財務省主計局給与共済課 御中 

文部科学省高等教育局医学教育課 御中 

文部科学省高等教育局私学行政課 御中 

総務省自治行政局公務員部福利課 御中 

総務省自治財政局地域企業経営企画室 御中 

警察庁長官官房教養厚生課 御中 

防衛省人事教育局 御中 

労働基準局労災管理課 御中 

労働基準局補償課 御中 

各都道府県後期高齢者医療広域連合 御中 

 



                  事  務  連  絡 

令和４年９月 27 日 

 

 

 

地 方 厚 生 ( 支 ) 局 医 療 課  

都道府県民生主管部（局） 

国民健康保険主管課（部）    御中 

都道府県後期高齢者医療主管部（局） 

後期高齢者医療主管課 ( 部 ) 

 

 

厚生労働省保険局医療課  

 

 

疑義解釈資料の送付について（その 28） 

 

 

診療報酬の算定方法の一部を改正する件（令和４年厚生労働省告示第 54 号）

等については、「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項に

ついて」（令和４年３月４日保医発 0304 第１号）等により、令和４年４月１

日より実施することとしているところであるが、今般、その取扱いに係る疑

義解釈資料を別添のとおり取りまとめたので、本事務連絡を確認の上、適切

に運用いただくようお願いします。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                  



（別添） 

医－1 

医科診療報酬点数表関係 

 

【初診料、外来診療料】 

問１ 区分番号「Ａ０００」初診料の注２及び注３並びに区分番号「Ａ００２」

外来診療料の注２及び注３における紹介割合及び逆紹介割合（以下単に

「紹介割合及び逆紹介割合」という。）の計算等について「疑義解釈資料

の送付について（その１）」（令和４年３月 31 日事務連絡）別添１の問２、

３において示されているが、令和３年度の実績において紹介割合及び逆紹

介割合に係る実績を満たしている場合、令和５年４月１日までに令和４年

度中の任意の連続する６か月の実績に係る報告を行う必要があるか。 

（答）令和３年度の実績において紹介割合及び逆紹介割合に係る実績を満たし

ている場合においては、必要ない。 

 

【サーベイランス強化加算】 

問２ 区分番号「Ａ０００」初診料の注 13、区分番号「Ａ００１」再診料の注

17 に規定するサーベイランス強化加算の施設基準において、「院内感染対

策サーベイランス（ＪＡＮＩＳ）、感染対策連携共通プラットフォーム（Ｊ

－ＳＩＰＨＥ）等、地域や全国のサーベイランスに参加していること」と

されているが、「診療所版Ｊ－ＳＩＰＨＥ」は該当するか。 

（答）該当する。なお、参加にあたっては、少なくとも抗菌薬情報と微生物・耐

性菌情報を提出している必要がある。 

また、保険医療機関が新たに診療所版Ｊ－ＳＩＰＨＥに参加する場合、令

和５年３月 31 日までの間に限り、診療所版Ｊ－ＳＩＰＨＥの参加申込書を

窓口に提出した時点から当該要件を満たすものとして差し支えない。この

場合、サーベイランス強化加算の施設基準の届出を行う際に、当該参加申込

書の写しを添付すること。 

さらに、参加医療機関から脱退した場合は、速やかにサーベイランス強化

加算の届出を取り下げること。 

 

【高血圧症治療補助プログラム加算】 

問３ 区分番号「Ｂ１００」に追加された高血圧症治療補助プログラム加算に

ついて、第２章第１部第１節医学管理料等との関係をどのように考えれば

よいか。 

（答）高血圧症治療補助プログラム加算については、第２章第１部第２節プログ

ラム医療機器等医学管理加算を準用していることから、第２章第１部第１

節医学管理料等のうち要件を満たすものを算定する場合に、当該加算を算

定できる。 



医－2 

【下肢創傷処置管理料】 

問４ 区分番号「Ｂ００１」の「36」下肢創傷処置管理料の施設基準において

求める医師の「下肢創傷処置に関する適切な研修」については、「疑義解

釈資料の送付について（その１）」（令和４年３月 31 日厚生労働省保険局

医療課事務連絡）別添１の問 145 で示された研修の他、一般社団法人日本

フットケア・足病医学会「下肢創傷処置・管理のための講習会」は該当す

るか。 

（答）該当する。 

 

【一般病棟用の重症度、医療・看護必要度】 

問５ 許可病床数が 200 床以上 400 床未満の保険医療機関の病棟であって、急

性期一般入院料１を算定する病棟における一般病棟用の重症度、医療・看

護必要度の基準を満たす患者の割合について、令和４年３月 31 日時点で

一般病棟用の重症度、医療・看護必要度Ⅱを用いて評価を行っていた病棟

については、どのように考えればよいか。 

（答）「基本診療料の施設基準等の一部を改正する件」（令和４年厚生労働省告示

第 55 号）第十一の五のとおり、令和４年９月 30 日までの経過措置が設け

られていることから、「疑義解釈資料の送付について（その１）」（令和４年

３月 31 日事務連絡）別添１の問 39 において示されているとおり、令和４

年 10 月１日に届出を行う必要があるものであり、令和４年 10 月１日以降

に引き続き算定する場合においては、遅くとも令和４年７月１日から、令和

４年度診療報酬改定後の評価票を用いて評価を行い、届出を行う必要があ

る。 

なお、一般病棟用の重症度、医療・看護必要度Ⅰを用いて評価を行ってい

る病棟については「疑義解釈資料の送付について（その１）」（令和４年３月

31 日事務連絡）別添１の問 40 のとおり。 

 

（参考） 

 許可病床数 200 床以上 400 床未満の急性期一般入院料１の重症度、医療・看

護必要度に係る経過措置 

令和４年３月 31 日時点 経過措置 

必要度Ⅰを用いて評価を行っていた医療機関 令和４年 12 月 31 日まで、な

お従前の例による。 

必要度Ⅱを用いて評価を行っていた医療機関 令和４年９月 30 日まで、必要

度に係る基準に該当するもの

とみなす。 

 



医－3 

【紹介状なしで受診する場合等の定額負担等】 

問６ 令和４年 10 月１日より紹介状なしで一定規模以上の病院を受診する場

合等にかかる「特別の料金」を徴収する対象医療機関が拡大されるととも

に、その金額が増額されるが、「特別の料金」を新たに定める又は変更す

る場合に、どのような手続きを行えばよいか。 

（答）「「療担規則及び薬担規則並びに療担基準に基づき厚生労働大臣が定める

掲示事項等」及び「保険外併用療養費に係る厚生労働大臣が定める医薬品等」

の実施上の留意事項について」の別紙様式２により地方厚生（支）局に報告

をする必要がある。 

 

（参考）「「療担規則及び薬担規則並びに療担基準に基づき厚生労働大臣が定める掲示事項

等」及び「保険外併用療養費に係る厚生労働大臣が定める医薬品等」の実施上の留意事項に

ついて」（平成 18 年３月 13 日保医発第 0313003 号（令和４年３月４日最終改正））（抄） 

 

第３ 保険外併用療養費に係る厚生労働大臣が定める基準等 

15 200 床（一般病床に係るものに限る。）以上の病院の初診に関する事項 

 (４) 特別の料金等の内容を定め又は変更しようとする場合は、別紙様式２により地方厚生（支）

局長にその都度報告するものとすること。（以下略） 

16 特定機能病院、地域医療支援病院（一般病床に係るものの数が 200 床未満の病院を除く。）

及び外来機能報告対象病院等（医療法第 30 条の 18 の４第１項第２号の規定に基づき、同法

第 30 条の 18 の２第１項第１号の厚生労働省令で定める外来医療を提供する基幹的な病院と

して都道府県が公表したもの（以下「紹介受診重点医療機関」という。）に限り、一般病床に係

るものの数が 200 床未満の病院を除く。）の初診に関する事項 

(６) その他、15 の（２）及び（４）に定める取扱いに準ずるものとすること。 

17 200 床（一般病床に係るものに限る。）以上の病院の再診に関する事項 

 (５) その他、200 床（一般病床に係るものに限る。）以上の病院の初診に関する事項の(３) 

から(７)までの取扱いに準ずるものとすること。 

18 特定機能病院、地域医療支援病院（一般病床に係るものの数が 200 床未満の病院を除く。） 

及び紹介受診重点医療機関（一般病床に係るものの数が 200 床未満の病院を除く。）の再診 

に関する事項 

(７) その他、17 の取扱いに準ずるものとすること。 

 

問７ 紹介状なしで一定規模以上の病院を受診する場合等にかかる「特別の料

金」について、令和４年 10 月より厚生労働大臣が定める額が 5,000 円か

ら 7,000 円に増額されるが、消費税については、平成 28 年３月 31 日に発

出された疑義解釈資料の問 197 と同様の取扱いでよいか。 

 



医－4 

（答）そのとおり。消費税を含めて、告示で定める金額（7,000 円）以上の金額

を社会的にみて妥当適切な範囲で徴収していれば良い。 

 

（参考）「疑義解釈資料の送付について」（平成 28 年３月 31 日厚生労働省保険局医療課事

務連絡）(抄)  

問 197 定額負担には、消費税分は含まれるのか。例えば、医科の初診の金額につい消費

税分を含めて 5,000 円とすることは許容されるのか。 

（答）含まれる。消費税分を含めて、告示で定める金額以上の金額を社会的にみて妥当

適切な範囲で徴収していれば良い。 

 


